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固定資産税

市民税
都市計画税

市町村たばこ税
軽自動車税

合　計

青葉通り嶺田線事業

都市計画事業費
元利償還金

下水道費
（下水道事業への繰出金）

6,424万円

３億1,972万円

２億7,291万円

６億5,687万円

9.8% 247万円6,177万円

48.7% ３億1,972万円―

41.5% ２億7,291万円―

100% ５億9,510万円6,177万円合　計

事業区分 H30事業費 構成比
決   算   額　

36億8,585万円
29億9,628万円

3億2,884万円
2億7,701万円
1億5,330万円

74億4,128万円

財源内訳
特定財源 一般財源
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　平成30年度の一般会計の歳入は、市税などの自主財源が98億5,030万円
(0.6％減)〔構成比51.1%〕、国や県などからの収入である依存財源が94億
3,438万円（0.1％増）〔構成比48.9%〕となりました。
　歳入の内訳をみると、市立幼稚園と民間保育園の再編に伴う施設整備に対
する補助金の増加などにより、県支出金が１億3,047万円(10.6％)の増となり
ました。また、臨時福祉給付金事業の終了などに伴い、国庫支出金が２億
4,232万円（10.7％）の減となった一方で、本庁舎東館や六郷地区センターな
どの事業実施に伴う市債が３億790万円(18.9％)の増となりました。

　グラフ①は、歳出の性質ごとに分類したものです。
経常的経費※1は136億2,177万円〔構成比72.8％〕
で、下水道事業が特別会計から企業会計へ移行したこ
とに伴い、性質が変更したことによる増のほか、中東
遠消防指令センター運営経費負担金の増などにより、
補助費等※2が３億1,096万円(14.0％)の増となりまし
た。一方で、平成29年度は旧消防庁舎跡地の売却によ
る財産収入を積み立てましたが、30年度は積み立てる

　市の都市計画税収入額は３億2,884万円でした。都市計画税は、都
市計画法に基づき行われる事業（区画整理、街路整備など）の財源の
一部として活用されます。平成30年度は以下の事業に活用しました。

　公営企業会計は、地方公営企業法の適用を受け、利用者から
の料金などによって公共の利益を目的に経営する事業の会計で
す。市には病院事業会計、水道事業会計、下水道事業会計の３
つがあります。

特集１１■歳入額　192億8,468万円

歳入の部（ ）書きは対前年度比歳出の部（ ）書きは対前年度比

（前年比▲4,798万円/▲0.2%）
■歳出額　187億1,473万円（前年比▲１億3,243万円/▲0.7%）

※寄付金：１億5,529万円（0.8％）、
　財産収入：5,006万円（0.3％）

市税
（38.6%）
74億
4,128万円 諸収入（5.3%）

10億2,572万円
繰入金（2.6%）
4億9,696万円
分担金・負担金（1.3%）
2億5,967万円
繰越金（1.3%）
2億5,850万円
使用料・手数料（0.8%）
1億6,282万円

その他※（1.1%）
2億535万円

地方交付税（13.8%）
26億5,418万円

国庫支出金（10.5%）
20億2,616万円

市債（10.1%）
19億3,880万円

自主
財源
51.1%

依存
財源
48.9%

県支出金（7.0%）
13億5,952万円

民生費（28.7%）
53億7,148万円

教育費（14.2%）
26億6,074万円

衛生費（14.0%）
26億1,540万円

総務費（12.2%）
22億8,367万円

公債費（11.1%）
20億8,198万円

土木費（8.9%）
16億5,874万円

消防費（3.9%）
7億3,686万円

農林水産業費（2.7%）
5億1,264万円 その他※（4.2%）

7億9,324万円 交付金・譲与税（7.5%）
14億5,572万円

市税の内訳 都市計画税の使途
　市税全体では74億4,128万円と昨年に比べ、
１億943万円（1.5％）増となりました。主な
内訳は、市民税が給与所得の増額などに伴
い、１億1,555万円（4.0％）増の29億9,628万
円、固定資
産税が評価
替に伴い、
1 , 0 4 9万円
（0.3％）減
の36億8,585
万円となっ
ています。

公営企業会計
　特別会計は、国民健康保険や介護保険など特定
の事業を行う場合、一般会計とは区分して処理す
るもので、市には４つの特別会計があります。
※平成30年度から、下水道事業は公営企業会計へ移行しました。

特別会計

グラフ②（目的別）

扶助費（18.7%）
34億9,999万円

普通建設事業費
（16.2%）
30億3,369万円

物件費（14.5%）
27億977万円

人件費（14.2%）
26億4,904万円

補助費等（13.5%）
25億2,945万円

公債費（11.1%）
20億8,197万円

繰出金（6.8%）
12億6,584万円

投資及び出資金・貸付金（3.8%）
7億1,618万円 その他※（1.2%）

2億2,880万円

グラフ①（性質別）

大きな収入がなく、積立金が２億3,956万円(84.3％)減
となりました。
　グラフ②は、行政の目的に着目して分類したもので
す。衛生費が、菊川病院への繰出金や環境資源ギャラ
リーの設備更新により１億4,885万円(6.0％)の増。商工
費が、ふるさと納税の寄附額減少による業務委託料の減
や地域産業立地事業費補助金の対象がなかったことに伴
い、１億1,993万円（▲38.0％）の減となりました。

※労働費：４億2,137万円
（ 2 . 3 ％ ）、商 工 費：１ 億
9,594万円（1.0％）、議会
費：１億5,210万円（0.8％）、
災害復旧費：2,029万円

（0.1％）、諸支出金：354万
円（0.02％）

※維持補修費：１億5,155
万円（0.8％）、
積立金：4,477万円

（0.2％）、災害復旧事業費：
3,248万円（0.2％）

昨年度のお金の使い道～取り組み別歳出状況～
子どもがいきいき育つまち

・園舎整備等補助（民間保育所整備への補助）
 ４億1,968万円
・ＩＣＴ教育推進事業（小学校） 6,426万円
・新生児出産祝金事業 2,745万円
・英語指導推進事業 736万円
・子育てアプリ事業 139万円

快適な環境で安心して暮らせるまち

健康で元気に暮らせるまち
・菊川病院運営事業（一般会計繰出金） 
 10億3,969万円
・予防接種事業 １億4,958万円
・総合検診事業 3,273万円
・生涯スポーツ推進事業 231万円

まちづくりに市民と行政が共に取り組むまち
・本庁東館整備事業 ２億7,301万円
・六郷地区センター整備事業 １億4,063万円
・光ファイバ網整備事業 2,589万円
・市民協働センター活動推進事業 959万円

活気にあふれ地域の良さを伸ばすまち
・牧之原畑総推進事業 １億　714万円
・工業振興事業 9,494万円
・基幹農道整備事業 1,765万円
・茶消費拡大振興事業 1,164万円
・商業振興事業 1,144万円
・総合戦略・交流促進事業 738万円
・担い手育成総合対策事業 150万円

・下水道整備事業（一般会計繰出金） ３億2,705万円
・道路橋梁長寿命化事業 ３億　404万円
・浄化槽設置事業 5,961万円
・菊川市住宅取得補助事業 5,798万円
・中東遠消防指令センター運営事業 5,372万円
・消防署大型水槽車の更新整備事業 5,225万円
・市営住宅長寿命化事業 4,966万円
・建築物等耐震改修促進事業 1,725万円

きょうりょう

※１経常的経費：年々持続して固定的に支出される経費。扶助費、物件費、人件費、公債費、補助費等および維持補修費から成るもの
※２補助費等：他の地方公共団体や国、法人等に対する経費のほか、病院などに対する繰出金など

会計区分 歳入 歳出

国民健康保険 49億1,094万円 48億1,402万円

介護保険 34億5,209万円 33億5,239万円

後期高齢者医療 ４億4,480万円 ４億3,268万円

土地取得 ４千円 ４千円

会計区分 歳入 歳出

病院 収益的収支 	 55億	4,421万円 	 56億	 523万円
資本的収支 	 ４億	4,724万円 	 ８億	1,908万円

水道 収益的収支 	 13億	6,382万円 	 12億	2,160万円
資本的収支 	 １億	3,645万円 	 ４億	3,263万円

下水道 収益的収支 	 ６億	1,633万円 	 ６億	1,148万円
資本的収支 	 ３億	6,152万円 	 ５億	 826万円

収益的収支：営業活動に伴う収支
資本的収支：施設建設・機器購入等公営企業の資本に関する収支
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　平成30年度の一般会計の歳入は、市税などの自主財源が98億5,030万円
(0.6％減)〔構成比51.1%〕、国や県などからの収入である依存財源が94億
3,438万円（0.1％増）〔構成比48.9%〕となりました。
　歳入の内訳をみると、市立幼稚園と民間保育園の再編に伴う施設整備に対
する補助金の増加などにより、県支出金が１億3,047万円(10.6％)の増となり
ました。また、臨時福祉給付金事業の終了などに伴い、国庫支出金が２億
4,232万円（10.7％）の減となった一方で、本庁舎東館や六郷地区センターな
どの事業実施に伴う市債が３億790万円(18.9％)の増となりました。

　グラフ①は、歳出の性質ごとに分類したものです。
経常的経費※1は136億2,177万円〔構成比72.8％〕
で、下水道事業が特別会計から企業会計へ移行したこ
とに伴い、性質が変更したことによる増のほか、中東
遠消防指令センター運営経費負担金の増などにより、
補助費等※2が３億1,096万円(14.0％)の増となりまし
た。一方で、平成29年度は旧消防庁舎跡地の売却によ
る財産収入を積み立てましたが、30年度は積み立てる

　市の都市計画税収入額は３億2,884万円でした。都市計画税は、都
市計画法に基づき行われる事業（区画整理、街路整備など）の財源の
一部として活用されます。平成30年度は以下の事業に活用しました。

　公営企業会計は、地方公営企業法の適用を受け、利用者から
の料金などによって公共の利益を目的に経営する事業の会計で
す。市には病院事業会計、水道事業会計、下水道事業会計の３
つがあります。

特集１１■歳入額　192億8,468万円

歳入の部（ ）書きは対前年度比歳出の部（ ）書きは対前年度比

（前年比▲4,798万円/▲0.2%）
■歳出額　187億1,473万円（前年比▲１億3,243万円/▲0.7%）

※寄付金：１億5,529万円（0.8％）、
　財産収入：5,006万円（0.3％）
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　市税全体では74億4,128万円と昨年に比べ、
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　特別会計は、国民健康保険や介護保険など特定
の事業を行う場合、一般会計とは区分して処理す
るもので、市には４つの特別会計があります。
※平成30年度から、下水道事業は公営企業会計へ移行しました。

特別会計

グラフ②（目的別）

扶助費（18.7%）
34億9,999万円

普通建設事業費
（16.2%）
30億3,369万円

物件費（14.5%）
27億977万円
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26億4,904万円
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グラフ①（性質別）

大きな収入がなく、積立金が２億3,956万円(84.3％)減
となりました。
　グラフ②は、行政の目的に着目して分類したもので
す。衛生費が、菊川病院への繰出金や環境資源ギャラ
リーの設備更新により１億4,885万円(6.0％)の増。商工
費が、ふるさと納税の寄附額減少による業務委託料の減
や地域産業立地事業費補助金の対象がなかったことに伴
い、１億1,993万円（▲38.0％）の減となりました。

※労働費：４億2,137万円
（ 2 . 3 ％ ）、商 工 費：１ 億
9,594万円（1.0％）、議会
費：１億5,210万円（0.8％）、
災害復旧費：2,029万円

（0.1％）、諸支出金：354万
円（0.02％）

※維持補修費：１億5,155
万円（0.8％）、
積立金：4,477万円

（0.2％）、災害復旧事業費：
3,248万円（0.2％）

昨年度のお金の使い道～取り組み別歳出状況～
子どもがいきいき育つまち

・園舎整備等補助（民間保育所整備への補助）
 ４億1,968万円
・ＩＣＴ教育推進事業（小学校） 6,426万円
・新生児出産祝金事業 2,745万円
・英語指導推進事業 736万円
・子育てアプリ事業 139万円

快適な環境で安心して暮らせるまち

健康で元気に暮らせるまち
・菊川病院運営事業（一般会計繰出金） 
 10億3,969万円
・予防接種事業 １億4,958万円
・総合検診事業 3,273万円
・生涯スポーツ推進事業 231万円

まちづくりに市民と行政が共に取り組むまち
・本庁東館整備事業 ２億7,301万円
・六郷地区センター整備事業 １億4,063万円
・光ファイバ網整備事業 2,589万円
・市民協働センター活動推進事業 959万円

活気にあふれ地域の良さを伸ばすまち
・牧之原畑総推進事業 １億　714万円
・工業振興事業 9,494万円
・基幹農道整備事業 1,765万円
・茶消費拡大振興事業 1,164万円
・商業振興事業 1,144万円
・総合戦略・交流促進事業 738万円
・担い手育成総合対策事業 150万円

・下水道整備事業（一般会計繰出金） ３億2,705万円
・道路橋梁長寿命化事業 ３億　404万円
・浄化槽設置事業 5,961万円
・菊川市住宅取得補助事業 5,798万円
・中東遠消防指令センター運営事業 5,372万円
・消防署大型水槽車の更新整備事業 5,225万円
・市営住宅長寿命化事業 4,966万円
・建築物等耐震改修促進事業 1,725万円

きょうりょう

※１経常的経費：年々持続して固定的に支出される経費。扶助費、物件費、人件費、公債費、補助費等および維持補修費から成るもの
※２補助費等：他の地方公共団体や国、法人等に対する経費のほか、病院などに対する繰出金など
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市債残高      
180億　189万円

46億3,310万円
45億2,337万円
16億　260万円

287億6,096万円

会 計 区 分
一 般 会 計

合 　 計

公営企業会計
下 水 道
病 　 院
水 　 道

基金残高      
33億　196万円

3,857万円
３億9,800万円
２億3,824万円
39億7,677万円

会 計 区 分
一 般 会 計

合 　 計

特別会計
土地取得

国民健康保険
介護保険

歳　入 予算額 収入済額 執行率[％]
市　税

国・県支出金
地方交付税

市　債
諸収入
その他
合　計

会計区分
国民健康保険

後期高齢者医療
介護保険
土地取得

予算額
47億5,563万円
４億6,632万円
35億　198万円

４千円

収入済額
18億8,210万円
１億7,873万円
16億6,598万円

０円

支出済額
17億8,784万円

9,759万円 
14億　233万円

０円

74億1,883万円
42億7,873万円
24億9,428万円
23億9,420万円
10億2,017万円
28億5,964万円

204億6,586万円

38億4,950万円
７億1,386万円
15億9,677万円

0円
２億5,906万円
12億8,324万円
77億　243万円

51.9
16.7
64.0
0.0

25.4
44.9
37.6

歳　出 予算額 支出済額 執行率[％]
民生費
教育費
総務費
衛生費
公債費
その他
合　計

54億5,185万円
31億2,465万円
26億6,884万円
26億5,211万円
20億7,462万円
44億9,378万円

204億6,586万円

22億7,872万円
15億7,132万円
８億3,751万円
15億8,485万円
10億2,609万円
18億7,441万円
91億7,290万円

41.8
50.3
31.4
59.8
49.5
41.7
44.8

会計区分

病
院

水
道

下
水
道

収　入 支　出

収益的収支
資本的収支
収益的収支
資本的収支
収益的収支
資本的収支

予算額
56億9,537万円
５億2,356万円
13億7,514万円
１億3,761万円
５億8,710万円
４億　164万円

収入済額
29億1,321万円
１億8,490万円
４億9,403万円

514万円
２億9,623万円

7,668万円 

予算額
56億9,537万円
９億2,074万円
12億9,776万円
５億2,154万円
５億8,710万円
５億4,741万円

支出済額
24億6,721万円
３億9,374万円
３億2,431万円

8,392万円 
9,009万円 

１億1,216万円
※平成30年度より下水道事業が特別会計から、公営企業会計へと移行しました。
※金額は１万円未満を四捨五入しているため、合計額と一致しない場合があります。
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　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく５つの指標を使ってチェックするのが下の
表です。「早期健全化基準」を超えると、市が健全化計画を立てて自分たちで改善努力をする必要が
あり、「財政再生基準」を超えると市が再生計画を策定して国などの関与によって再生を目指す必要
があります。
　菊川市は引き続き健全とされる範囲内です。

２２財政の健全性を示す５つの指標

　健全化判断比率は、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により定められ、平成19年度決算から算定が
始まりました。
　健全化判断比率の算定が始まった当初は、実質公債費比率が「19.6％」と市債を借り入れるために県の許可が必要
な状況にあり、将来負担比率も「148.4％」と高い水準にありました。このため、「公債費負担適正化計画」を策定
し、市債の繰上償還を実施するなどして債務を減らした結果、合併当初にはおよそ210億円あった市債の残高は、15
年が経過した現在ではおよそ180億円となっており、合併当初に比べ大幅に減少しました。これに併せて、他の借入
金の返済に類する経費の削減にも努めた結果、毎年度の借入金の返済に要する経費は削減がなされ、将来的に市が負
担しなければならない金額も減少しました。

菊川市の財政の健全化への歩み

一般会計における市債残高と基金の推移

　市では、地方自治法第243条の３および市の条例に基づき、「市の財政状況」を公表します。ここでは、令和元年
度の予算（前年度からの繰越分を含む）について、９月30日現在の執行状況をお知らせします。

令和元年度上半期予算の執行状況

　市の普通会計（一般会計と土地取得特
別会計を合算した会計）の赤字の程度を
示す指標

①実質赤字比率

※上記市債のうち、およそ190億円は将来的に普通交
付税による補てんが約束されています。

　市の全会計を合算した収支の赤字の程
度を示す指標

②連結実質赤字比率

　年間の税収入等のうち、どれくらいの
割合が公債費（借入金の返済額）に充て
られたかを示す指標

③実質公債費比率

　将来負担する必要のある債務を解消す
るためにすべての税収などを充てた場
合、何年分の税収等が必要かを示す指標

④将来負担比率

　公営企業の資金不足を公営企業の事業
規模である料金収入の規模と比較し、経
営状況の健全度を示す指標

⑤資金不足比率

早期健全化基準

イエロー
カード

レッド
カード

財政再生基準

菊川市
なし 13.14% 20.00%

健全 悪化

菊川市
なし 18.14% 30.00%

菊川市
10.7% 25.00%0% 35.00%

菊川市
15.2% 350.0%0%

菊川市
なし 20.00%

※数値は３ヵ年平均

菊
川
市
の
財
政
状
況

菊
川
市
の
財
政
状
況

0.0
50.0
100.0
150.0
200.0
250.0
300.0
350.0
400.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

将
来
負
担
比
率

基
金
残
高

市
債
残
高

将来負担比率
実質公債費比率

実
質
公
債
費
比
率

将来負担比率（％） 
実質公債費比率（％）

137.9
19.3

113.6
17.8

94.4
16.5

81.3
14.9

66.8
14.0

58.1
12.6

49.3
11.8

41.0
11.2

23.5
10.8

H19

（％） （％）

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
15.2
10.7

148.4
19.6

146.8
19.9

４年間で市債およそ10億円の繰上償還を実施。
およそ１億5,000万円の支払予定の利子を軽減

市債を借入れるために
県の許可が必要(18％超)

市債残高が190億円を切る
(合併時からおよそ20億円減)

この差が大きいほど財政が健全であるといえます
(実質公債費比率25％、将来負担比率350％)

合併以後
着実に減少

170

175

180

185

190

195

200

20

25

30

35

市債残高（億円）

市債残高
（億円）
基金残高
（億円）

H21

（億円） （億円）

194 

21

H22

192 

25

H23

189 

27

H24

187 

26

H25

189 

31

H26

187 

29

H27

184 

30

H28

183 

30

H29

180 

35

H30

180 

33

基金残高（億円）

市債残高

基金残高

■一般会計の主な項目の予算額、収入支出済額

■特別会計 ■公営企業会計

　一般会計の市債（借入金）の推移を見てみると、市債残高は平成30年度末で180億1,891万円。前年度に比べて
1,358万円減少しました。また、基金（貯金）の残高は33億196万円と前年度に比べ、１億6,161万円減少しました。
　合併以降、市債残高は減少し、基金残高は増加に転じていま
す。これは、市債の返済が基金の取り崩しによるものではない
ことを示し、公債費負担適正化計画策定以後、歳入に見合った
財政運営と公債費の抑制に努めてきた結果といえます。
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市債残高      
180億　189万円

46億3,310万円
45億2,337万円
16億　260万円

287億6,096万円

会 計 区 分
一 般 会 計

合 　 計

公営企業会計
下 水 道
病 　 院
水 　 道

基金残高      
33億　196万円

3,857万円
３億9,800万円
２億3,824万円
39億7,677万円

会 計 区 分
一 般 会 計

合 　 計

特別会計
土地取得

国民健康保険
介護保険

歳　入 予算額 収入済額 執行率[％]
市　税

国・県支出金
地方交付税

市　債
諸収入
その他
合　計

会計区分
国民健康保険

後期高齢者医療
介護保険
土地取得

予算額
47億5,563万円
４億6,632万円
35億　198万円

４千円

収入済額
18億8,210万円
１億7,873万円
16億6,598万円

０円

支出済額
17億8,784万円

9,759万円 
14億　233万円

０円

74億1,883万円
42億7,873万円
24億9,428万円
23億9,420万円
10億2,017万円
28億5,964万円

204億6,586万円

38億4,950万円
７億1,386万円
15億9,677万円

0円
２億5,906万円
12億8,324万円
77億　243万円

51.9
16.7
64.0
0.0

25.4
44.9
37.6

歳　出 予算額 支出済額 執行率[％]
民生費
教育費
総務費
衛生費
公債費
その他
合　計

54億5,185万円
31億2,465万円
26億6,884万円
26億5,211万円
20億7,462万円
44億9,378万円

204億6,586万円

22億7,872万円
15億7,132万円
８億3,751万円
15億8,485万円
10億2,609万円
18億7,441万円
91億7,290万円

41.8
50.3
31.4
59.8
49.5
41.7
44.8

会計区分

病
院

水
道

下
水
道

収　入 支　出

収益的収支
資本的収支
収益的収支
資本的収支
収益的収支
資本的収支

予算額
56億9,537万円
５億2,356万円
13億7,514万円
１億3,761万円
５億8,710万円
４億　164万円

収入済額
29億1,321万円
１億8,490万円
４億9,403万円

514万円
２億9,623万円

7,668万円 

予算額
56億9,537万円
９億2,074万円
12億9,776万円
５億2,154万円
５億8,710万円
５億4,741万円

支出済額
24億6,721万円
３億9,374万円
３億2,431万円

8,392万円 
9,009万円 

１億1,216万円
※平成30年度より下水道事業が特別会計から、公営企業会計へと移行しました。
※金額は１万円未満を四捨五入しているため、合計額と一致しない場合があります。
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　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく５つの指標を使ってチェックするのが下の
表です。「早期健全化基準」を超えると、市が健全化計画を立てて自分たちで改善努力をする必要が
あり、「財政再生基準」を超えると市が再生計画を策定して国などの関与によって再生を目指す必要
があります。
　菊川市は引き続き健全とされる範囲内です。

２２財政の健全性を示す５つの指標

　健全化判断比率は、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により定められ、平成19年度決算から算定が
始まりました。
　健全化判断比率の算定が始まった当初は、実質公債費比率が「19.6％」と市債を借り入れるために県の許可が必要
な状況にあり、将来負担比率も「148.4％」と高い水準にありました。このため、「公債費負担適正化計画」を策定
し、市債の繰上償還を実施するなどして債務を減らした結果、合併当初にはおよそ210億円あった市債の残高は、15
年が経過した現在ではおよそ180億円となっており、合併当初に比べ大幅に減少しました。これに併せて、他の借入
金の返済に類する経費の削減にも努めた結果、毎年度の借入金の返済に要する経費は削減がなされ、将来的に市が負
担しなければならない金額も減少しました。

菊川市の財政の健全化への歩み

一般会計における市債残高と基金の推移

　市では、地方自治法第243条の３および市の条例に基づき、「市の財政状況」を公表します。ここでは、令和元年
度の予算（前年度からの繰越分を含む）について、９月30日現在の執行状況をお知らせします。

令和元年度上半期予算の執行状況

　市の普通会計（一般会計と土地取得特
別会計を合算した会計）の赤字の程度を
示す指標

①実質赤字比率

※上記市債のうち、およそ190億円は将来的に普通交
付税による補てんが約束されています。

　市の全会計を合算した収支の赤字の程
度を示す指標

②連結実質赤字比率

　年間の税収入等のうち、どれくらいの
割合が公債費（借入金の返済額）に充て
られたかを示す指標

③実質公債費比率

　将来負担する必要のある債務を解消す
るためにすべての税収などを充てた場
合、何年分の税収等が必要かを示す指標

④将来負担比率

　公営企業の資金不足を公営企業の事業
規模である料金収入の規模と比較し、経
営状況の健全度を示す指標

⑤資金不足比率

早期健全化基準

イエロー
カード

レッド
カード

財政再生基準

菊川市
なし 13.14% 20.00%

健全 悪化

菊川市
なし 18.14% 30.00%

菊川市
10.7% 25.00%0% 35.00%

菊川市
15.2% 350.0%0%

菊川市
なし 20.00%

※数値は３ヵ年平均
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将来負担比率（％） 
実質公債費比率（％）

137.9
19.3

113.6
17.8

94.4
16.5

81.3
14.9

66.8
14.0

58.1
12.6

49.3
11.8

41.0
11.2

23.5
10.8

H19

（％） （％）

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
15.2
10.7

148.4
19.6

146.8
19.9

４年間で市債およそ10億円の繰上償還を実施。
およそ１億5,000万円の支払予定の利子を軽減

市債を借入れるために
県の許可が必要(18％超)

市債残高が190億円を切る
(合併時からおよそ20億円減)

この差が大きいほど財政が健全であるといえます
(実質公債費比率25％、将来負担比率350％)

合併以後
着実に減少
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（億円）
基金残高
（億円）

H21

（億円） （億円）

194 

21

H22

192 

25

H23

189 

27

H24

187 

26

H25

189 

31

H26

187 

29

H27

184 

30

H28

183 

30

H29

180 

35

H30

180 

33

基金残高（億円）

市債残高

基金残高

■一般会計の主な項目の予算額、収入支出済額

■特別会計 ■公営企業会計

　一般会計の市債（借入金）の推移を見てみると、市債残高は平成30年度末で180億1,891万円。前年度に比べて
1,358万円減少しました。また、基金（貯金）の残高は33億196万円と前年度に比べ、１億6,161万円減少しました。
　合併以降、市債残高は減少し、基金残高は増加に転じていま
す。これは、市債の返済が基金の取り崩しによるものではない
ことを示し、公債費負担適正化計画策定以後、歳入に見合った
財政運営と公債費の抑制に努めてきた結果といえます。
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